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４－２ 自然災害への対応（風水害） （４．安心・安全への希求）

◇愛知県では、過去に伊勢湾台風や東海豪雨などの風水害により家屋へ大きな被害が発生している。
◇近年の気候変動の影響から局所的な集中豪雨などが発生しやすくなっていると言われており、風水害に対する防

災対策も重要な課題である。

Ｓ46.8、Ｓ49.7豪雨、Ｓ51.5豪雨豊橋・新城

Ｓ46.8、Ｓ49.7、Ｓ51.5豪雨渥美半島・蒲郡

Ｓ49.6、Ｓ49.7、Ｓ51.9豪雨、Ｈ3.9豪雨、H12.9豪雨知多半島・衣浦東部

Ｓ46.8、Ｓ47.7、Ｓ51.9、Ｈ3.9台風豪雨、H12.9豪雨矢作川流域

Ｓ49.7、Ｓ50.7、Ｓ51.9、H3.9台風豪雨、H12.9豪雨天白川はじめ7河川

Ｓ49.7、Ｓ51.9豪雨日光川流域

Ｓ46.8、Ｓ47.7、Ｓ51.9豪雨、Ｈ3.9台風18号、H12.9豪雨境川流域

Ｓ49.7、Ｓ51.9豪雨、Ｈ3.9台風18号、H12.9豪雨新川流域

対象洪水対象区域

愛知県浸水実績図

資料：愛知県ホームページ

・死者 7名
・負傷者 107名
・家屋全壊 18棟
・床上浸水 22，078棟
・被害額 2，800億円

東海豪雨
（12．9豪雨）
総雨量 567ミリ
（589ミリ（東海市））
・名古屋市を始め21市町に災害
救助法適用

平成12年9月11日から
12日

・死者 3名
・負傷者 151名
・家屋全壊 8棟
・床上浸水 8棟
・被害額 33億円

台風7・8号
最大風速42.6m／s
総雨量67.5ミリ
（78.5ミリ（伊良湖））

平成10年9月21日から
23日

・死者 2名
・負傷者 1名
・家屋全壊 2棟
・床上浸水 3，713棟
・被害額 60億円

台風18号
総雨量 242ミリ
（316ミリ（南知多））
・名古屋市北区、緑区、天白区、
春日井市に災害救助法適用

平成3年9月18日
から19日

・死者 1名
・負傷者 37名
・家屋全壊 14棟
・床上浸水 13，488棟
・被害額 378億円

集中豪雨
（51.9豪雨）（台風17号）
総雨量 422ミリ
（682ミリ（一宮市））

昭和51年9月8日
から13日

・死者 64名
・行方不明 4名
・負傷者 112名
・家屋全壊 271棟
・床上浸水 2，075棟
・被害額 302億円

集中豪雨
（47.7豪雨）（台風6号）
総雨量 289ミリ
（458ミリ（藤岡町））

昭和47年7月12日
から13日

・死者 3，168名
・行方不明 92名
・負傷者 59，045名
・家屋全壊 23，334棟
・床上浸水 53，560棟
・被害額 3，224億円

暴風雨・高潮
（伊勢湾台風）
最大風速 37.0m／s
総雨量 165.7ミリ

昭和34年9月26日

・死者 72名
・行方不明 3名
・負傷者 1，711名
・家屋全壊 1，477戸
・床上浸水 31，801戸

暴風雨・高潮（台風13号）
最大風速 22.6m／s
総雨量 178.1ミリ

昭和28年9月25日

被害の状況種別（名称）年月日

風水害による被害
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４－３ 自然災害への対応（多発する気象災害） （４．安心・安全への希求）

◇我が国では毎年気象災害による被害が発生しており、2009年の被害総額は1,040億円となっている。

◇地球温暖化などを背景として降水量の多い降雨の発生頻度が高まっており、気象災害の危険性も高まっている。

【2000 年から2009 年までの日本の

気象災害の推移】

各都道府県(支庁を含む)の
防災機関等からの資料を基
に2010年(平成22年)6月9日
現在で集計

・１時間降水量の年間発生
回数

・全国約1,300地点のアメダ
スより集計

・1,000地点あたりの回数

【1時間降水量50mm以上の年間発
生回数（1,000地点あたり）】

資料：気候変動レポート2009（気象庁）
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４－４ 増加する犯罪への対応の必要性 （４．安心・安全への希求）

◇近年の刑法犯認知件数の推移をみると、2003年の225.7千件をピークに減少傾向にあったが、2007年以降は横ば
いで、2009年は145.8千件となっている。

◇一方、近年最も少なかった1995年（100.7千件）と比較すると、2009年は約1.4倍と刑法犯の発生件数は多く、前年

に比べ、発生件数もわずかながら増加している。
◇愛知県の住宅を対象とした侵入盗被害件数は、減少傾向にあるが、全国ワースト1位が続いている。

刑法犯認知件数の推移

資料：愛知県警察

住宅を対象とした侵入盗被害件数の推移

2007年 2008年 2009年 2007年 2008年 2009年 2007年 2008年 2009年 2007年 2008年 2009年

1位
愛知県
8,956件

愛知県
8,077件

愛知県
7,703件

東京都
7,013件

東京都
6,259件

東京都
5,596件

愛知県
2,090件

愛知県
1,863件

愛知県
1,833件

愛知県
387件

福岡県
386件

福岡県
389件

2位
埼玉県
8,872件

東京都
7,658件

東京都
6,695件

大阪府
6,938件

愛知県
5,831件

愛知県
5,499件

埼玉県
1,776件

埼玉県
1,601件

千葉県
1,444件

埼玉県
373件

愛知県
383件

東京都
372件

3位
東京都
8,612件

埼玉県
7,528件

大阪府
5,838件

埼玉県
6,723件

大阪府
5,806件

大阪府
4,629件

千葉県
1,549件

千葉県
1,595件

福岡県
1,138件

東京都
355件

東京都
363件

愛知県
371件

4位
大阪府
8,070件

千葉県
7,053件

千葉県
5,708件

愛知県
6,489件

埼玉県
5,603件

神奈川県
4,492件

福岡県
1,497件

福岡県
1,235件

埼玉県
1,093件

福岡県
351件

大阪府
331件

埼玉県
368件

ワースト
順位 空き巣

住宅を対象とした侵入盗

忍込み 居空き
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５－１ ＣＯ２排出量の動向 （５．深刻化する地球環境問題）

◇愛知県のＣＯ２排出量は年々増加しており、2006年は84,248千トンと1990年（73,107千トン）の1.15倍となっている。

◇部門別にみると、産業部門が約半分を占めている。また、民生家庭、民生業務両部門の排出量が増加しており、
2006年の排出量は、1990年比でそれぞれ1.35倍、1.45倍となっている。

資料：愛知県「2 0 0 6 （ 平成1 8） 年度 の温室効果ガス排出量について」

部門別二酸化炭素排出量の推移

42,711 41,872 39,925 43,926 44,594

7,315 8,655 8,761
9,522 9,872

8,634 10,033 10,050
11,815 12,502

10,915
12,786 13,391

12,490 12,260

2,1642,123

1,4091,880

1,481

2,446 2,656

2,759 2,856

2,051

0

50,000

100,000

1990 1995 2000 2005 2006 （年）

（千トン）

産業 民生家庭 民生業務 運輸 エネルギー転換 非エネルギー起源CO2

民生業務部門は
1990年比1.45倍

民生家庭部門は
1990年比1.35倍
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５－２ 名古屋の気候の変化 （５．深刻化する地球環境問題）

◇名古屋の年平均気温は、長期的に上昇傾向にある。年平均気温の上昇に伴い、熱帯夜の出現日数の増加や冬日
の出現日数の減少など、いわゆるヒートアイランド現象の特徴が顕著となっている。

資料：ヒートアイランド監視報告（平成20年－東海地方）
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資料：気象庁データをもとに作成
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５－３ 住宅部門における環境設備の整備状況 （５．深刻化する地球環境問題）

◇住宅への省エネルギー設備等の設置状況をみると、愛知県は全国に比べて設置された住宅の割合が低い傾向に
ある。

◇太陽熱を利用した発電機器等は全国、愛知県とも約1.0%と低く、今後の普及が望まれる。

5.3

1.0

10.6 10.5

4.7

1.0

6.6

8.3

0.0

5.0

10.0

15.0

全　国【49,598.3千世帯】

愛知県【2,764.4千世帯】

(%)

太陽熱を利用した
温水機器等

太陽熱を利用した
発電機器等

全ての窓が二重サッ
シ又は複層ガラス

一部の窓が二重サッ
シ又は複層ガラス

省エネルギー設備等の設置状況

資料：平成20年住宅・土地統計調査
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６－１ 厳しさを増す愛知県の財政状況 （６．地域経済の停滞・格差の拡大）

◇愛知県の財政は、バブル崩壊以降、着実な行財政改革の実施による健全化を進めてきたが、平成20年秋以降の
世界的な経済危機の影響から、急激かつ大幅な県税の減収に見舞われ、平成22年度当初予算編成段階で2,800
億円の収支不足が生じる厳しい財政状況となっている。

◇県税収入の早期回復の見込みは困難であり、今後、一段と厳しい財政運営を迫られる。

資料：「県財政の状況」愛知県財政課

歳出規模と県税収入の推移
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資料：厚生労働省 2009年12月報告（速報）
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(155)

(185) (264) (190)
(90)

非正規労働者の離職者数（事業所数）
【上位５都県】

4 戸名古屋市公社 住宅

1 戸地域優良賃貸住宅

24 戸市町村単独住宅

499 戸合計

68 戸ＵＲ賃貸住宅

52 戸愛知県公社 住宅

住宅供給公社住宅

5 戸改良住宅

64戸その他の市町村営住宅

70戸名古屋市営住宅

211戸愛知県営住宅

公営住宅

入居決定戸数

愛知県内の公共賃貸住宅における
非正規労働者の離職者の入居決定戸数

【参考】雇用促進住宅 773戸（2009年11月6日現在）

注）UR賃貸住宅は2009年10月末、それ以外の公共賃
貸住宅は2010年1月8日現在の入居決定戸数

資料：愛知県調べ

６－２ 非正規労働者の雇い止め等の状況 （６．地域経済の停滞・格差の拡大）

◇非正規労働者の離職者数は、2008年10月から2010年3月までで、全国が250,291人、愛知県が41,873人（全国の
約17％を占める）と、愛知県は全国で最も多い。

◇愛知県内の公共賃貸住宅においては、非正規労働者の離職者が合計499戸に入居が決定した。
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６－３ 民間賃貸住宅における入居制限の現状 （６．地域経済の停滞・格差の拡大）

◇民間賃貸住宅の入居制限の対象としては、外国人世帯が最も多く、次いで高齢者のみの世帯となっている。
◇外国人世帯の入居を制限する理由として「習慣・言葉が異なることへの不安」が、高齢者のみの世帯の入居を制限

する理由として「居室内での死亡事故に対する不安」が、それぞれ高い割合となっている。

入居制限の対象 入居制限の理由

注：入居制限を行っている家主は全体の15.8％

資料： （財）日本賃貸住宅管理協会調べ
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６－４ 県内市町村における高齢化の見通し （６．地域経済の停滞・格差の拡大）

◇三河山間部の高齢者人口比率は2005年で既に40%超となっており、高齢化が大きな課題となっている。
◇各市町村とも高齢化が進み、2035年には全ての市町村で高齢者人口比率が20%以上となるが、モノづくり産業が

盛んな尾張東部、西三河地域では他地域に比べて低い割合で推移すると見込まれる。

凡 例

0%～20%
20%～30%
30%～40%
40%～50%
50%～

愛知県市町村の高齢者人口比率および今後の見通し

資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の市区町村別将来推計人口」（2008年12月推計）をもとに作成

2005年 2010年 2015年 2020年

2025年 2030年 2035年
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６－５ 県営住宅の外国人居住者の状況 （６．地域経済の停滞・格差の拡大）

◇県営住宅の外国人入居者数は年々増加しており、平成21年（2009年）の入居戸数は、約6,500戸（外国人入居戸数
比率12.3%）となっている。

◇外国人入居者の国籍別内訳を見ると、ブラジル国籍の居住者が最も多く全体の約6割を占め、次いで、中国国籍
（13.5%）、ペルー国籍（11.2%）となっている。
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その他
 633韓国,
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 3,777中国,

838

主な国籍別外国人入居戸数（戸）

注：外国人入居戸数比率＝外国人入居戸数／総入居戸数
資料：愛知県住宅供給公社調べ

注：2010年1月1日現在の外国人入居戸数
（6,214戸）の内訳

資料：愛知県住宅供給公社調べ
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６－６ 在住外国人の地域コミュニティ団体への参加状況 （６．地域経済の停滞・格差の拡大）

◇愛知県が実施した「県内地域コミュニティに対するアンケート調査」によると、在住外国人が加入している地域コミュ
ニティ団体の割合は全体の約1/4（25.2%）を占めている。

◇在住外国人が地域活動に参加する上での障害は、「ことばが通じない」の割合が29.8%と最も高く、次いで「地域に
在住している外国人の実態が把握できない」の割合が25.8%、「生活習慣が馴染めない」の割合が19.6%と高い。
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※対象：県内の地域コミュニティ団体のリーダー
ここでの地域コミュニティ団体とは、基本的には国及び県の要綱に基づくモデル・

コミュニティ地区の他、地域住民の生活圏の範囲が概ね明確であり、その区域で
コミュニティ組織が設立されコミュニティ活動が実施されている地区をいい、県が
毎年度市町村に対して実施している「コミュニティ活動状況調査」において回答
（2007年度）のあったコミュニティ団体である。

※対象サンプル数：1，164件、回収率：64.5% （751件）
※各市町村からの情報をもとに以下の3つの地域に分類

都市型：市街化区域や都市の中心市街地など都市的な土地利用が主の地域
混在型：都市的な土地利用の地域と農村集落が混在した地域
農村型：農村集落もしくは山村集落が主体の地域

資料： 地域コミュニティ活性化方策調査（平成20年度愛知県地域政策課）
における「県内地域コミュニティに対するアンケート調査」

地域コミュニティ団体に加入している在住外国人の有無 在住外国人が地域活動に参加する上での障害
（２つ選択）
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７－１ 県営住宅の入居世帯の動向 （７．地域主権改革と新しい公共の推進）

◇県営住宅に入居する世帯の世帯主年齢の動向をみると、主要な年齢層がファミリー層から高齢者層へ移行してい
る。特に2008年度は70歳以上の世帯主が最も多く、その約6割が単身又は2人世帯となっている。

◇65歳以上のみの世帯は、2008年4月現在で9,652世帯、全体の17.9％を占めている。

資料：愛知県住宅供給公社調べ

県営住宅入居世帯の世帯主年齢と世帯人員の動向

県営住宅の管理戸数及び入居戸数（2010年1月1日現在） ○管理戸数 60,053戸
○入居戸数 52,952戸
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1,031
1,860 1,564

2,768

4,870

5,192

3,070

4,635
4,055

3,201

4,129

6,110

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上

（戸）

3人以上

2人

単身

2001年度 2008年度



49

７－２ 県営住宅の募集状況 （７．地域主権改革と新しい公共の推進）

◇愛知県営住宅への入居申込者数は、近年、大幅に増加しており、2008年は1998年に比べて約4倍の21,820人と

なっている。
◇入居申込者の増加に伴い、募集倍率も大きくなっており、2007年には10倍超、2008年は13.0倍となっている。

資料：愛知県住宅供給公社調べ

愛知県営住宅の募集戸数と募集倍率の推移
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７－３ ＮＰＯ認証数の推移 （７．地域主権改革と新しい公共の推進）

◇愛知県のNPO認証数は、1998年の法施行以降急速に増加している。特に、「保健・医療又は福祉の増進を図る活
動」「子どもの健全育成を図る活動」「まちづくりの推進を図る活動」の3分野は認証数が多く、各年の増加数も多い。

注：1999年1月から各年の12月時点までの認証数の推移
複数の分野で活動しているＮＰＯがあるため、各分野の合計と総数は一致しない

資料： 内閣府ホームページ「全国ＮＰＯ法人情報の検索」より
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８－１ 住宅・住環境に対する評価 （８．ライフスタイルの変化）

◇住宅及び住環境に対する評価の推移をみると、愛知県、全国とも、「まあ満足」を含め「満足している」と感じている
世帯の割合は、2008年時点で2003年よりも、それぞれ3.8%、2.5%増加しており、1993年と比較しても、それぞれ
4.3%、6.6%増加している。

◇「満足している」と感じている割合の増加に伴い、「不満に感じている」割合は相対的に低下しており、2008年時点で
愛知県29.7%、全国28.8%となっている。

資料：住宅需要実態調査、住生活総合調査（速報値）

住宅及び住環境に対する総合評価の推移
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2.52.5
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８－２ 変化する意識・活動 （８．ライフスタイルの変化）

◇将来に対する意識の変化をみると、20代と30代で「貯蓄や投資など将来に備える」の割合が増加している。
◇世代別持ち家率の変化をみると、全体の持ち家率はほぼ横ばいであるが、30代後半から40代前半のいわゆるファ

ミリー層を中心に比較的若い世代の持ち家率が低下している。
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資料：国土交通白書2010

注：全体の持ち家率 1993年 57.8%
2008年 57.5%

資料：住宅・土地統計調査(平成20年)
住宅統計調査(平成5年)
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８－３ マンション居住者の永住意識（全国） （８．ライフスタイルの変化）

◇マンション居住者の永住意識は年々高まる傾向にあり、平成20（2008）年度では、アンケート回答者の約半数の区

分所有者が、マンションを「終の棲家」として考えている。

資料：国土交通省住宅局市街地建築課マンション政策室 「平成２０年度マンション総合調査結果報告書」（平成２１年４月）より
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８－４ 地域づくりにおける各主体の今後の役割 （８．ライフスタイルの変化）

◇県政モニターアンケート（モニター調査）によれば、地域づくりにおける今後の役割については、「市町村の役割」が
「大きくなる」・「どちらかといえば大きくなる」の合計で88.5%と最も高いが、それに次いで「ボランティア団体やNPO
の役割」が同87.0%、「地域コミュニティの役割」が同84.0%と高い。
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資料： 2006年度 「県政モニターアンケート」（愛知県）

地域づくりにおける今後の役割


